	中古自動車販売業


中古自動車登録台数は、サブプライムローン問題に端を発した金融危機による景気の大幅な後退に伴う減少傾向が続き、平成23年は統計開始以来最低の登録台数となった。24年に入り全国的に回復してきており、21年の水準に近い台数となっている。軽自動車の中古車販売台数は、23年以降増加傾向にあり需要は底堅い。ただし、大阪は新古車の登録が多く、中古車の販売台数は前年を下回る事業者も見られる。

業界の概要
中古自動車販売業は、中古自動車のみ販売する専業事業者と、新車販売と並行して中古自動車を販売する事業者、さらに自動車修理も併せて営業する事業者、外国車を扱う専門業者などに分かれている。
商業統計によると大阪府の中古自動車小売業は、平成19年で全国が21,158事業所、大阪府は839事業所（大阪府中古自動車販売協会加盟は23年で600社）となっている。販売額は全国３兆1,862億円で、大阪府は1,556億円（全国シェア4.9％）となっている。

一般自動車販売は、炭素社会実現に向け環境対応車に対する「自動車重量税」「自動車取得税」の免除、軽減措置による普及促進が平成21年に始まり、13年超え所有の自動車乗り換えや、環境適合車へのエコカー補助金による新車販売が増加している。軽自動車は税金や燃料費の安さや相次ぐモデルチェンジもあり買い替え需要が継続しており、中古車の販売価格は高止まりしている。
近年は、中古自動車オークションで落札し、中古自動車をストックしないで、他のオークションで売り切り、利ざやを稼ぐ中古自動車販売業者も出てきている。また、インターネット販売が一般化し、購入者の利便性が図られ、販売エリアが都道府県を越えて広域化している。中古自動車販売を全国で展開する、大手中古自動車販売業者と中小の販売業者間において広告や販売力など企業の体力差や資金力の格差は大きく、価格競争も厳しく、廃業を余儀なくされる業者も増加している。
　中古自動車の専門店の仕入れルートは、消費者からの直接買い取り、卸売などの同業者、中古自動車オークションからの仕入れがほとんどを占めている。
中古自動車の海外への輸出は、輸出専門業者がオークションで落札し輸出するケースが殆どであるが、中古自動車を輸入制限する国が多く、実績としては伸びていない。また、発展途上国、特にBRICs各国においては、新車販売が飛躍的に伸び、特に中国は販売台数が世界一になっている。中古車のマーケットもそれに準じて増加しており、日本の中古自動車販売システムや買取り査定システム、オークション制度などを参考にする国もある。

厳しい経営環境と設備投資
　全国中古車登録台数(普通車)は、日本自動車販売協会連合会によると、11年連続して前年実績を下回っていたが、24年は前年比6.4％増の401万5,909台で21年の登録台数に近い水準となっている。

自動車業界は、少子高齢化による高齢者の運転免許の自主返納や若者の車離れなどで、国内販売が減少傾向にある。このため、自動車販売店が未使用車を登録して新古車として販売するケースが、大阪では特に増加しており、中古車と新古車の価格差が縮小し、顧客が中古車より新古車を選ぶ傾向がみられる。中古自動車販売の減少は、買い替えによる中古自動車の供給減少や、景気低迷だけでなく、これらの構造的要因が作用している。

　販売車種が、低燃費で、車庫証明が不要な軽自動車へ移行し、販売価格の下落となり、一台当たりの利益率が下がってきている。業者間の価格競争も激しく、販売額が対前年比10％減、販売台数が月20台減少となった業者もあるなど経営環境は厳しく、資金繰りに苦しむ業者も多い。全国的に登録台数が回復する中で、大阪は新古車の登録が多く、必ずしも中古車の販売が増加したとは言えない。
設備投資は、ネット販売など販売方法の変化により、中古自動車を展示する用地取得が減少し、兼業している自動車車体整備に関しても景気低迷により、設備更新は期待できない。
雇用についても、新規採用は少なく欠員補充も厳しい状況となっている。
東日本大震災・電力不足の影響

東日本大震災による自動車生産停止の影響で、新車の供給が滞り、下取りの車が減り中古車の品不足が深刻化した。ただし、津波で大量の車が流された被災地では、安価な中古車の需要が急増し、西日本の販売店が抱える在庫を被災地に回したこともあり、岩手、宮城、福島での販売は、前年比でそれぞれ岩手13.5％、宮城36.3％、福島3.2％増となった。
24年夏の電力供給不足時の対応は、中古自動車展示場の夜間照明の省エネ化を進めるなど一定の対応を行ったが、照明は夜間の盗難予防もあり消灯することは困難であり使用電力の削減には限界があった。
販売の広域化と販売方法の多様化
インターネットオークションが定着化し、中古自動車の販売においても、インターネットにより広域化している。自動車の登録が、従前の事業所が立地する各都道府県の陸運支局における登録から、他の地域で行うことが可能となり、順次北陸、関東、中部、近畿、中国（山口除く）、四国と広がり25年には、北海道、九州と範囲が広がる予定で、利便性が高まっている。
中古自動車販売業者には、ユーザーに販売しないでオークション会場での販売価格差によって、利益を出す業者も出てきている。

近年、軽自動車は税金や車の維持費が安いことや、低燃費などにより人気が高まり、新車販売台数が増加している。中古自動車においても購買意欲が高まっているが、供給が追いついておらず、品不足感から新車との価格差が縮小している。
インターネットによる無料査定や出張無料査定などのサービスが提供され、中古自動車販売もネットによる販売が増加している。ネット販売は、対面販売のように実際に車体を確認せずに購入することもあり、24年12月から特定商取引法が適用され、クーリングオフの対象となっている。

中古自動車販売業界では、中古自動車の販売は許認可業種でないが、消費者に安心、信頼の車体を販売する「自動車販売士」制度を導入し、販売店への配置を進めている。
今後の見通し
10年後は、団塊の世代が70歳代に入り需要が減少すると予想される。少子高齢化時代の到来は、若者世代が減少する一方、自動車運転免許を自主返納する高齢者の増加や、年収200万円以下の低収入者の増加が、

自動車業界に大きな影響を及ぼすため、今後も厳しい経営環境が続くとみられる。
消費税の増税に関しては、消費者マインドを大きく後退させるとして、業界あげて「自動車重量税」「自動車取得税」の廃止要望が強く出されている。

中古自動車の販売促進へ向けて、従前からの雑誌、チラシ、ネット広告なども重要であるが、集客が思うように伸びない現状から、一台当たりの利益単価を上げることが求められている。そのため、利益率が低い軽自動車から利益が出やすい普通車の販売拡大や、自動車保険の取り扱いによる手数料収入の増加など収益改善に取り組む業者が増加している。
今後、若者の車離れや高齢者対応について業界全体が有効な対策を進めることが重要である。女性や高齢者が安心、安全に運転できる自動車の開発や、電気自動車など環境にやさしい車の拡大が、中古自動車販売業の新たな発展につながるものと期待される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（江原　均）
[image: image1.emf]登録台数 前年比 販売台数 前年比

平成21年 4,045,761 -5.9 2,652,831 -7.9

　　22年 3,933,176 -2.8 2,606,320 -1.8

　　23年 3,774,015 -4.0 2,676,136 2.7

　　24年 4,015,909 6.4 2,903,194 8.5

24年１月 260,025 4.3 199,637 7.4

    ２月 336,127 8.2 244,421 9.1

    ３月 528,192 9.1 413,952 7.9

   ４月 318,115 2.7 228,830 0.4

    ５月 324,865 12.2 231,635 13.8

    ６月 329,624 5.2 225,850 7.7

    ７月 337,321 13.0 236,639 18.8

    ８月 312,325 9.3 215,432 9.3

    ９月 306,304 0.7 209,764 1.9

   10月 338,903 9.7 260,433 21.0

   11月 317,765 3.1 221,489 2.8

   12月 306,343 -2.0 215,112 3.2

（注）普通車は普通・小型の乗用車、貨物車等。

　　　軽自動車は軽四輪の乗用車、貨物車等。
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